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26-D-0969 

2026 年 11 月 2 日  
   
   

京都中央信用金庫の 

インパクトファイナンス・フレームワーク 

に対する第三者意見  
 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、京都中央信用金庫が策定した「インパクトファイナンス・フレーム

ワーク」に対する第三者意見書を提出しました。 

＜要約＞ 

京都中央信用金庫は、現在、顧客におけるサステナビリティの推進を支援し、地域企業の持続的成

長に貢献するサステナブルファイナンスに積極的に取り組んでいる。サステナブルファイナンス実行

額の目標である 1兆円の達成に向けて、京都中央信用金庫ではこれまでに京都中信ポジティブインパ

クトファイナンス、京都中信サステナビリティ・リンク・ローンをはじめとするサステナブルファイ

ナンスを推進してきたが、これまでの取り組みをさらに発展させる必要があると考えている。このよ

うな課題意識に基づき、今般、京都中央信用金庫は、中小企業による人的資本経営に関する取り組み

を促進することを目的として、「インパクトファイナンス・フレームワーク」（本フレームワーク）

を策定した。 

本フレームワークに基づくファイナンスは、ポジティブ・インパクト・ファイナンスやサステナビ

リティ・リンク・ローンをはじめ、2025年度までに 5,220億円に上るサステナブルファイナンスを実

行し、これに関する知見を蓄積してきた京都中央信用金庫が開発した評価体系を用いて、対象となる

中小企業による人的資本経営に係る取り組みを評価し、インパクトの特定及び KPIの設定を行った上

で融資を行うものである。京都中央信用金庫は、年次のモニタリング及びエンゲージメントを通じて、

中小企業の人的資本経営に係る取り組みを後押しするとともに、取り組みの改善に向けた助言も行

う。 

京都中央信用金庫は、中小企業による人的資本経営に関する取り組みが当該企業の成長・発展に資

するのみならず、地域社会の繁栄に寄与するものであると考えている。京都中央信用金庫は、地域金

融機関として、地域の中小企業をはじめとするステークホルダーとの対話や経営サポート機能の発揮

を通じて、中小企業による人的資本経営に係る取り組みを積極的に支援している。その一環として開

発された本フレームワークは、中小企業による人的資本経営に係る取り組みを評価し、当該取り組み

を行っている中小企業に対して、資金調達や助言を通じて取り組みを促進するものである。 

JCRは本フレームワークについて、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル内に設置されたポジティ

ブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」で

示された事項との適合性評価を行った。その結果、本フレームワークは、環境、社会、経済のいずれ

の側面においても重大なネガティブインパクトを適切に緩和・管理することを前提に、社会に関して

ポジティブなインパクトを生み出す設計となっていることを確認した。また、インパクトの評価及び

モニタリングを適切に行う設計がとられ、インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示に
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ついても適切に予定されている。さらに、京都中央信用金庫にとって適切なリスク・リターンの確保

が想定されている。 

以上より、JCR は本フレームワークが環境省の「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示さ

れた事項に適合していることを確認した。 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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＜要約＞ 
京都中央信用金庫は、現在、顧客におけるサステナビリティの推進を支援し、地域企業の持続的成長に

貢献するサステナブルファイナンスに積極的に取り組んでいる。サステナブルファイナンス実行額の目

標である 1 兆円の達成に向けて、京都中央信用金庫ではこれまでに京都中信ポジティブインパクトファ

イナンス、京都中信サステナビリティ・リンク・ローンをはじめとするサステナブルファイナンスを推進

してきたが、これまでの取り組みをさらに発展させる必要があると考えている。このような課題意識に基

づき、今般、京都中央信用金庫は、中小企業による人的資本経営に関する取り組みを促進することを目的

として、「インパクトファイナンス・フレームワーク」（本フレームワーク）を策定した。 
本フレームワークに基づくファイナンスは、ポジティブ・インパクト・ファイナンスやサステナビリテ

ィ・リンク・ローンをはじめ、2025 年度までに 5,220 億円に上るサステナブルファイナンスを実行し、

これに関する知見を蓄積してきた京都中央信用金庫が開発した評価体系を用いて、対象となる中小企業

による人的資本経営に係る取り組みを評価し、インパクトの特定及び KPI の設定を行った上で融資を行

うものである。京都中央信用金庫は、年次のモニタリング及びエンゲージメントを通じて、中小企業の人

的資本経営に係る取り組みを後押しするとともに、取り組みの改善に向けた助言も行う。 
京都中央信用金庫は、中小企業による人的資本経営に関する取り組みが当該企業の成長・発展に資する

のみならず、地域社会の繁栄に寄与するものであると考えている。京都中央信用金庫は、地域金融機関と

して、地域の中小企業をはじめとするステークホルダーとの対話や経営サポート機能の発揮を通じて、中

小企業による人的資本経営に係る取り組みを積極的に支援している。その一環として開発された本フレ

ームワークは、中小企業による人的資本経営に係る取り組みを評価し、当該取り組みを行っている中小企

業に対して、資金調達や助言を通じて取り組みを促進するものである。 
JCR は本フレームワークについて、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル内に設置されたポジティブ

インパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方1」で示さ

れた事項との適合性評価を行った。その結果、本フレームワークは、環境、社会、経済のいずれの側面に

おいても重大なネガティブインパクトを適切に緩和・管理することを前提に、社会に関してポジティブな

インパクトを生み出す設計となっていることを確認した。また、インパクトの評価及びモニタリングを適

切に行う設計がとられ、インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示についても適切に予定

されている。さらに、京都中央信用金庫にとって適切なリスク・リターンの確保が想定されている。 
以上より、JCR は本フレームワークが環境省の「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示され

た事項に適合していることを確認した。 
 

  

 
1 出典：環境省「インパクトファイナンスの基本的考え方」 https://www.env.go.jp/content/900515884.pdf 
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I. フレームワーク作成者及びフレームワークの概要 
 
1. フレームワーク作成者の概要 

1-1. 会社概要 
京都中央信用金庫は、京都府京都市下京区に本店を置く信用金庫であり、1940 年 6 月、京都市中央卸

売市場を土壌として設立された「京都市中央市場信用組合」を前身とする。地域に根差した協同組織金融

機関として、京都府を中心に、滋賀県、大阪府、奈良県の一部で事業を展開している。戦中戦後の混乱期

から、高度経済成長期を経て今日まで、日本経済の発展と軌を一にして京都中央信用金庫も業容拡大を続

け、現在は京都市を中心に 135 店（2026 年 6 月現在）の店舗ネットワークを有する日本一の規模と内容

を誇る信用金庫である。2026 年 3 月期において、預金は 5 兆 5,326 億円、貸出金は 3 兆 5,221 億円であ

る。 
 
1-2. 社是等 
京都中央信用金庫は、「社会的公共機関として地域社会の発展に寄与するとともに、経営の健全性を確

保する」、「常に親切丁寧を旨として正々堂々の営業活動を展開し、顧客の繁栄に奉仕する」、「有為な人材

の開発育成に積極的に取り組み、かつ職員および家族の福利を増進する」という社是とともに、3 つの“S”
及び 3 つの“C”を定めている。3 つの“S”は、Service（「地域社会の繁栄に奉仕いたします。」）、Speed
（「お客さまのニーズにあった仕事をいたします。」）、Smile（「人材の育成に努力いたします。」）を表し、

3 つの“C”は、Consultation（「お客さまに役立つ情報を提供いたします。」）、Culture（「地域の人と文

化を育てます。」）、Communication（「お客さまとのよりよい信頼関係を築きます。」）を表している。 
 

 

図 1：京都中央信用金庫の 3 つの“S”及び 3 つの“C”2 
 
 
 

 
2 出典：京都中央信用金庫「ON YOUR SIDE REPORT 2026」 
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1-3. サステナビリティに関する方針 
京都中央信用金庫は、グループのサステナビリティ方針として、「京都中央信用金庫グループは、経営

理念に掲げる社是『地域社会の発展に寄与する』『顧客の繁栄に奉仕する』『有為な人材の開発育成』のも

と、持続可能な社会の実現について探求し、役職員がやりがいと熱意をもって働くことのできる未来を築

いていくため、事業活動を通じて、課題解決に取り組み、地域社会と協働・共栄の道を模索してまいりま

す。」という「サステナビリティ方針」を策定している。 
また、京都中央信用金庫は「環境方針」及び「SDGs 方針」を策定しており、地域社会の持続的発展の

ため、“On Your Side ～地球がうれしい～”をスローガンに、地域社会ひいては地球全体の環境保全活

動に積極的かつ継続的に取り組むこと、SDGs の目指す持続可能な社会の実現に向けた取り組みに賛同

し、SDGs の達成のため、地域社会の一員として、産業の育成や芸術文化の継承、災害への備えなど、グ

ループの事業活動を通じて地域の活性化に尽力することを謳っている。 
 

 
図 2：京都中央信用金庫グループの環境方針及び SDGs 方針3 

 
加えて、京都中央信用金庫は、「環境・社会に配慮した投融資方針」を策定しており、非人道的兵器の

製造・開発事業、新設の石炭火力発電事業、生態系の破壊や人権侵害などが疑われる森林伐採事業等、環

境・社会に対する重大な負の影響を与える可能性が高い事業に対しては、原則として投融資を行わないこ

とを定めている。また、当該投融資方針では、研修や庫内への啓発を通じて、環境・社会課題に対する取

り組みや配慮に関する理解を深め、役職員が適切なリスク管理及び京都中央信用金庫の業務を通して持

続可能な社会づくりに貢献することができるよう、継続的な意識向上に努めることも定めている。 
 
 
 

 
3 出典：京都中央信用金庫 ウェブサイト https://www.chushin.co.jp/about/csr/ 
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1-4. サステナビリティに関するガバナンス体制 
京都中央信用金庫は、持続可能な社会のあり方を踏まえた長期ビジョンに基づく持続的な企業価値向

上と不断の改革を目指し、経営陣による戦略的意思決定と監督・評価（モニタリング）機能強化のため、

2022 年 2 月に理事長を統括責任者とするサステナビリティ委員会を設置した。京都中央信用金庫は、サ

ステナビリティ委員会を中心に、気候変動を含むサステナビリティへの取り組みを組織横断的に推進し

ており、サステナビリティ委員会での審議内容（気候変動関連を含む SDGs／ESG に関する方針や取り

組み状況等の重要事項）は、定期的又は必要に応じて理事会に報告、付議し、適宜適切に監督を受ける体

制を構築している。 
 
1-5. マテリアリティ 
京都中央信用金庫は、前述の「サステナビリティ方針」、「SDGs 方針」等に基づく取り組みを推し進め

るために、重点課題（マテリアリティ）を特定している。具体的には、図 3 のとおり、「地域産業の育成・

発展の支援」、「地域の豊かなまちづくりの支援」、「多様な人材の育成」、「環境負荷軽減への対応」の 4 つ

のマテリアリティを特定している。これらのマテリアリティに基づいたリスクや機会を事業戦略に反映

して事業を推進するとともに、ステークホルダーとの価値協創を通して、地域の活性化と京都中央信用金

庫の持続的な成長を目指している。 
 

 
図 3：京都中央信用金庫の重点課題（マテリアリティ）4 

 

 
4 出典：京都中央信用金庫 ウェブサイト https://www.chushin.co.jp/about/csr/ 
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1-6. サステナブルファイナンスの目標 
京都中央信用金庫は、サステナブルファイナンス実行額の目標として、2030 年度末累計 1 兆円を掲げ

ている。2025 年 10 月、2030 年度末時点の実行額目標を従来の 5,000 億円から 1 兆円へ上方修正した。

2025 年度末の累計実行額は 5,220 億円である。京都中央信用金庫は、今後も、環境課題や社会課題の解

決につながる顧客の取り組みを最適なファイナンスの提案により支援していくとする。 
 

2. 本フレームワーク作成の目的 
京都中央信用金庫は、現在、顧客におけるサステナビリティの推進を支援し、地域企業の持続的成長に

貢献するサステナブルファイナンスに積極的に取り組んでいる。前述のサステナブルファイナンス実行

額の目標である 1 兆円の達成に向けて、京都中央信用金庫ではこれまでに京都中信ポジティブインパク

トファイナンス、京都中信サステナビリティ・リンク・ローンをはじめとするサステナブルファイナンス

を推進してきたが、これまでの取り組みをさらに発展させる必要があると考えている。このような課題意

識に基づき、今般、京都中央信用金庫は、中小企業による人的資本経営に関する取り組みを促進すること

を目的として、本フレームワークを策定した。 
また、本フレームワークは、こども家庭庁が実施する「令和 8 年度『こどもとともに成長する企業』構

想推進事業費補助金」の公募に京都中央信用金庫が応募し、「こどもまんなかリーディングバンク」とし

て採択されたことに関連して策定されたフレームワークである。本フレームワークに基づき融資を受け

る中小企業は、融資実行までに、こども家庭庁等が創設・運営する「こどもまんなか社会」の実現に向け

た各種認定制度（「こどもまんなか応援サポーター」等）の取得・宣言をすることが求められる。これに

より、京都中央信用金庫は、こどもたちが健やかで幸せに成長できる社会を実現するという「こどもまん

なか」の趣旨に賛同し、自らもアクションに取り組む中小企業を増やすことを企図している。 

 

3. 本フレームワークの概要 
3-1. ファイナンスの全体像 
本フレームワークに基づくファイナンスは、ポジティブ・インパクト・ファイナンスやサステナビリテ

ィ・リンク・ローンをはじめ、2025 年度までに 5,220 億円に上るサステナブルファイナンスを実行し、

これに関する知見を蓄積してきた京都中央信用金庫が開発した評価体系を用いて、対象となる中小企業

による人的資本経営に係る取り組みを評価し、インパクトの特定及び KPI の設定を行った上で融資を行

うものである。京都中央信用金庫は、年次のモニタリング及びエンゲージメントを通じて、中小企業の人

的資本経営に係る取り組みを後押しするとともに、取り組みの改善に向けた助言も行う。 
京都中央信用金庫は、中小企業による人的資本経営に関する取り組みが当該企業の成長・発展に資する

のみならず、地域社会の繁栄に寄与するものであると考えている。京都中央信用金庫は、地域金融機関と

して、地域の中小企業をはじめとするステークホルダーとの対話や経営サポート機能の発揮を通じて、中

小企業による人的資本経営に係る取り組みを積極的に支援している。その一環として開発された本フレ

ームワークは、中小企業による人的資本経営に係る取り組みを評価し、当該取り組みを行っている中小企

業に対して、資金調達や助言を通じて取り組みを促進するものである。 
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3-2. 評価の全体像 
本フレームワークでは、表 1 のとおり、「人的資本」というカテゴリーに関して、「人材育成」、「エンゲ

ージメント」、「流動性」、「健康・安全」、「ダイバーシティ」、「コンプライアンス・労働慣行」という 6 つ

のインパクトテーマを設定している。これらのインパクトテーマについては、内閣官房の非財務情報可視

化研究会が 2022 年 8 月に公表した「人的資本可視化指針5」で示されている、「育成」、「エンゲージメン

ト」、「流動性」、「ダイバーシティ」、「健康・安全」、「労働慣行」、「コンプライアンス／倫理」という 7 つ

の開示事項、及び内閣官房・金融庁・経済産業省が 2026 年 3 月に公表した「人的資本可視化指針（改訂

版）6」で示されている考え方を参考とした上で、網羅的に「人材育成」、「エンゲージメント」、「流動性」、

「健康・安全」、「ダイバーシティ」、「コンプライアンス・労働慣行」という京都中央信用金庫独自の 6 つ

のインパクトテーマに集約している。 
なお、京都中央信用金庫は、各インパクトテーマに係る詳細な評価基準等については非公表としている

が、JCR では事前にその適切性について確認している。 
 

表 1：評価体系7 

カテゴリー インパクトテーマ 

人的資本 

人材育成 

エンゲージメント 

流動性 

健康・安全 

ダイバーシティ 
コンプライアンス・労働慣行 

 

4. 運用体制 
京都中央信用金庫は、本フレームワークに基づいたファイナンスの実施に際して、図 4 のとおり、運

用体制を確立した。 
京都中央信用金庫の各営業店が対象企業のサステナビリティ全般にわたる係争の有無をはじめとする

ネガティブスクリーニングを実施した上で、対象企業の業種、規模、サステナビリティ全般における方針

や取り組み状況を踏まえて、本フレームワークに基づく融資に係る提案を行う。対象企業から本フレーム

ワークに基づく融資の依頼があった後、営業店は地域創生部とともに人的資本経営に係る全てのインパ

クトテーマについてヒアリングを行う。その上で、対象企業にとって中核となるインパクトを選択し、

KPI についてディスカッションを行う。営業店及び地域創生部は対象企業とともに、当該企業のトラッ

クレコード、官公庁等から公表されている情報等を参考として、KPI を設定し、評価を担う総合企画部

に対して評価の依頼を行う。なお、営業店は KPI を検討する際、総合企画部以外で KPI の設定について

知見を有する者に相談できるため、利益相反を防ぐことができる体制が整えられている。 
総合企画部は、全てのインパクトテーマに関するヒアリング内容や中核となるインパクトの選択に至

 
5 内閣官房 非財務情報可視化研究会「人的資本可視化指針」 https://www.cas.go.jp/jp/houdou/pdf/20220830shiryou1.pdf 
6 内閣官房・金融庁・経済産業省「人的資本可視化指針（改訂版）」 https://www.cas.go.jp/jp/houdou/pdf/20260323_1.pdf 
7 出典：本フレームワークに基づき JCR 作成 
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った経緯等を踏まえて、インパクト及び KPI の妥当性を評価する。妥当性について問題がない場合は、

営業店に対して評価結果をフィードバックし、融資統括部で融資審査を行った後、営業店にて融資を実行

する。他方、妥当性について問題がある場合は、総合企画部が妥当であるとの評価を行えるまで営業店と

の間で調整を図った上で、融資統括部で融資審査を行った後、営業店にて融資を実行する。 
なお、評価に係る業務については、独立性を担保するために、総合企画部のみが実施し、総合企画部以

外の部署が評価に関与することはない。また、実施プロセスについて、京都中央信用金庫では総合企画

部、地域創生部、営業店等の所掌業務を明確にする。 
 

 

 図 4：本フレームワークに係る運用体制8 
 

  

 
8 出典：本フレームワーク 
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II. 適合性評価 
JCR は本フレームワークによって企図したアウトカム、インパクトが適切に発揮される商品設計とな

っているか否かについて、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル内に設置されたポジティブインパクト

ファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示されたインパク

トファイナンスの定義に係る 4 つの要素との適合性を確認した。 

 

表 2：インパクトファイナンスの定義9 

「インパクトファイナンス」とは、次の①～④の要素すべてを満たすものをいう。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブインパクトを

適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポジティブなインパ

クトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リターンを確保

しようとするもの 

要素① 
投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブインパクトを適切に緩和・管

理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポジティブなインパクトを生み出す意図を持つも

のか 
京都中央信用金庫は、中小企業における人的資本に係る取り組みに関して本フレームワークを策定し、

明確な基準に基づく評価、評価結果のフィードバック、年次のモニタリング、企業へのエンゲージメント

を行うことで、人的資本に係るポジティブなインパクトを生み出すことを意図している。 

また、企業評価の検討に際して、対象企業のサステナビリティ全般に係るネガティブなインパクトの有

無、及びネガティブなインパクトの緩和・管理に係る取り組み内容について確認を行い、重大なネガティ

ブインパクトについては適切に緩和・管理する商品設計となっている。 

 

要素② 
インパクトの評価及びモニタリングを行うものか 

本フレームワークは、企業による人的資本に係る取り組みを評価し、京都中央信用金庫が妥当であると

判断した KPI を設定した企業に対して融資を行う金融商品に関するものである。企業が当該金融商品の

申し込みを行う場合、京都中央信用金庫は当該企業に係る人的資本の取り組みについて、評価基準に基づ

き評価を行う。 

京都中央信用金庫は、人的資本について、「人材育成」、「エンゲージメント」、「流動性」、「健康・安全」、

「ダイバーシティ」、「コンプライアンス・労働慣行」という 6 つのインパクトテーマに基づき、各企業の

取り組みを評価する。京都中央信用金庫は、取り組みを行っていない企業や取り組みがあまり進んでいな

 
9 出典：環境省「インパクトファイナンスの基本的考え方」より JCR 作成 
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い企業に対してエンゲージメントを実施することで、取り組みを促進する。 

モニタリングについて、京都中央信用金庫は、年に 1 回、前年からの取り組みの進展及びインパクト

の発現を確認することを主な目的として、融資を行った企業を対象に実施する。京都中央信用金庫は対象

企業にモニタリング結果を提供するだけでなく、エンゲージメントを実施することで、企業の人的資本に

係る取り組みの高度化を支援する。 

以上より、本フレームワークにおけるインパクトの評価及びモニタリングについて、適切に実施される

ことが想定されている。 

 

要素③ 
インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うものか 

インパクトの評価結果について、京都中央信用金庫は、年に 1 回、借入人に対して KPI に係る実績を

含む評価結果の開示を行う予定である。 

モニタリング結果について、対象となる融資の返済期限が到来するまで、本フレームワークに基づくフ

ァイナンスによって発現したインパクトについて、年に 1 回、京都中央信用金庫のウェブサイト等にて

公表を行う予定である。 

以上より、本フレームワークにおけるインパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示につい

て、適切な開示内容及び開示先が想定されている。 
 

要素④ 
中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リターンを確保しようとする

ものか 

京都中央信用金庫は、通常の貸出業務と同様、貸出審査により適切にリスク判断を行いつつ、当該金融

商品による貸出収益を見込んでいる。その上で、当該金融商品単体での取引にとどまらず、当該金融商品

に係る提案・組成・モニタリング・エンゲージメントの各過程を通じて、取引先企業のサステナビリティ

戦略を理解し、リレーション強化を図り、京都中央信用金庫全体で金融及び非金融のサービスを提供する

ことで、中長期的にリターンを確保していく。 

以上より、本フレームワークは京都中央信用金庫にとって、中長期的な視点に基づいて適切なリスク・

リターンを確保する機会を提供するものである。 

 

 
III. 結論 

JCR は、本フレームワークが環境省の「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示された事項に

適合していることを確認した。 
 
 

（担当）菊池 理恵子・新井 真太郎 
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